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介護保険サービス事業者は，介護保険法第 115 条の 32 の規定により，業務管理体制を

整備し，届出を行う必要があります。 

土浦市に届出が必要となるのは，「地域密着型サービスのみ（地域密着型介護予防サービ

スを含む。介護予防・日常生活支援総合事業の実施の有無は問いません。）」を実施し，か

つ「事業所の所在地が土浦市のみ」である法人で，事業所数が 20 以下の場合は法令遵守責

任者の選任をしていただくことになります。 

届出は法人単位で行うこととなっていますので，法人として初めて事業所の新規指定を

申請する際は，同時に業務管理体制の整備届（様式第 10 号）を提出してください。 

 

○整備すべき体制について 

法人内事業所等の数 1 以上 20 未満 20 以上 100 未満 100 以上 

整備すべき体

制 

法令遵守責任者の選任 〇 〇 〇 

法令遵守規程の整備  〇 〇 

業務執行状況の監査   〇 

 

○業務管理体制の届出先について 

届出先区分 届出先 

① 事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者 厚生労働大臣 

② 事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し，かつ，２以下の地

方厚生局の管轄区域に所在する事業者 

事業者の主たる事務所が

所在する都道府県知事 

③ 全ての事業所等が１の都道府県の区域に所在する事業者 都道府県知事 

④ 全ての事業所等が１の指定都市の区域に所在する事業者 指定都市の長 

⑤ 地域密着型サービス（地域密着型介護予防サービスを含む。総合

事業の実施の有無は問わない）のみを，同一市町村内のみで実施

する事業者 

市町村長 

 

○業務管理体制の変更届について 

 届出事項に変更があった場合は，速やかに変更届（様式第 11 号）を提出してください。 

 また，事業所数の変更により，整備すべき体制や届出先に変更が生じた場合は，変更届

ではなく，整備等届が必要となります。※届出先が土浦市から国や県に変更となるときの

手続については，各担当にお問い合わせください。 

 

○業務管理体制に係る検査について 

 業務管理体制の整備等について土浦市に届け出た事業所について，6 年に 1 回を目安に

検査を実施します。 

 対象事業所には前もって連絡しますので，報告書の作成と提出をお願いします。 


